
県の条例「神奈川県犯罪のない安全・安心まちづくり推進条例」の学校等における児童等の安全確保に関する指針に基づき
具体的な対策について議論する。

(4)学 校等における児童等の安全確保に関する指針
学校等の管理者に対し、具体的な方策を示し、児童等の安全 の確保を図ることを目的としてい ます。
○正当な理由なく学校等に立ち入ろうとする者の侵入防止等 出入回の限定、教室等の配置の検討
○施設 ・設備の点検整備 施錠設備、死角障害物除去、曇報装置等 ○安全確保についての体制の
整備 学校等の敷地内及び外周の巡回、学校等開放時の人員配置 等

○児童等に対する安全教育の充実 避難訓線の実施、子ども]l①番の家の周知、防犯教育の 実施等
○保護者、地域及び関係団体との連携 保護者等による登下校時パ トロール、子ども110番 の家 の拡大
○緊急時に備えた体帝」 整備 教職員に対する指導 研 修 訓 練の実施、警察署 消 防署 等との連携
○登下校時の安全確保 通学路の点検等の安全対策の実施等
○児童等の個人情報の管理 児童等の個人情報流出防止体制の点検整備

登下校時の安全確保、点検等の安全対策の検討

具体的な行動計画を調査・研究すべきでは

神防連調査・研究事例

テーマ名 学校等の防犯対策の例

目的・狙い

内 容



通学路の安全確保に関する議論内容

議論すべき切り口 ⑴登校時の安全確保
⑵下校時の安全確保

・下校時、集団下校しても最終的には一人になる。この時の危機管理とは

・万一のときの駆け込み建物の調査(安全確保の提携)

・安全マップの作成訓練 ➨ 子ども目線 ・大人目線

・集団の登下校は良いのか ➨ 集団であるが故の危険は 個人の判断を鈍らすのでは
個々人の判断能力を高める必要性(てんでんこ・・・釜石の教訓)

・クモの子を散らすように逃げれない場所で発生すると被害が拡大するのでは

・抑止対策ではダメなときの対策とは ➨ 防犯カメラは証拠の採証に過ぎない

⑴ソフト対策
⑵ハード対策

・列をつくり行動する場合は最後尾の人は後ろからの危機に備える心構えが必要

・交差点などで停止する場合は電柱や信号機などのポールを右側に見るようにする。

・見守り活動の視点を整理すべき。交通事故対策なのか声掛け、不審者、連れ去り対策なのか等

・不審者情報の共有方法、連絡網の検討



県まちづくり条例

住宅の防犯性の向上

13条～16条

テーマ・課題

道路、公園等の防犯性
の向上

17条～19条

商業施設等の防犯性
の向上

20条～23条

自動車等の防犯性
の向上

24条～25条

学校等における児童等
の安全の確保

26条～30条

災害時の安全確保
・災害弱者(子供、女性、老人

、障害者等)のための安全
・被災地における防犯対策

・戸建て住宅の防犯対策
・共同住宅の防犯対策
・地域の防犯対策

・路上での安全確保
・自動車と人、自転車と人

・公園での安全確保
・遊具と安全・声掛け事案

・商店街の防犯対策
・店舗内の犯罪、万引き

・金融機関の防犯対策
・振り込め詐欺

・自動車の盗難防止
・保険の仕組み

・自動車やバイクの悪戯対策
・保険の仕組み

・通学路の安全確保
・見守り活動の在り方
・学校での安全、防犯教育

ソフト面の対策

ハード面の対策
検討の方向性、内容

・防犯カメラ、通報装置、警報表示
・スーパー防犯灯
・GPS見守りシステム

・最新技術の応用で新しい見守りシステムの検討

・安全教育、マナー教育
・地域安全マップ作り

・防犯意識向上策
・管理規約での防犯確保

神奈川県犯罪のない安全・安心まちつくり推進条例に沿った防犯隊九の検討テーマ事例

・既存住宅の防犯性向上策
・新築マンションの防犯性向上策

・後付けできる防犯対策(無線式、電池式、簡易な対策)
・建築段階での防犯性向上の施策、助言対応

・自主防犯活動の進め方、体制づくり

・防犯カメラや画像解析技術の応用によるシステム検討
・私有地以外での電源確保の検討

・防犯カメラや画像解析技術の応用によるシステム検討

・盗難防止策の検討やGPSシステムの導入検討

・保険の活用条件と防犯対策について

・高齢者の免許証返納促進策の検討
・安全対策と行政機関との連携方法、進め方

・商店街の活性化と安全確保について(売り上げと安全投資のバランス)

・防犯・安全教育ツールの開発と教育者の育成

・被災地の防犯活動の在り方研究
・屋内、屋外の仮設施設での安全確保研究
・ストレス解消対策研究、衛生管理手法

・仮設、避難所での防犯対策
・仮設、避難所での安全確保策

・過去の事案研究
・高齢者、子供安全対策

・振り込め詐欺対策と意識づけ策

・万引き防止システムの最新技術
・カメラ映像解析

・防犯カメラ、通報装置、警報表示
・GPS見守りシステム

・過去の事案研究

・保険制度の研究


